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巻　頭

【団体概要】
　神奈川県の各地に点在するがれき類を破砕し、リサイクルする中間処理施設を設置する企業が、各々の情報交
換、施設の整備、技術の向上等を目的に結集し、昭和60年に設立されました。神奈川県土整備部の建設廃材処理
工場の指定を受け、共同の自主試験場で再生砕石の品質管理を厳密に行い安全の確保に努めています。

【団体概要】
　新しいビジネスとして注目されていたファイナンシャルプランニング業界ですが、事業者の数は少なく、今後、
需要の増大が見込まれるニーズに個々の力を集結させ、充実したサービスを提供すべく、平成12年に設立されま
した。共同受注事業や教育情報事業等の組合員の経営基盤の確立の一助となるべく、様々な事業を行っています。

【団体概要】
　個人タクシー業の業務過多の解消、業界の信用力向上を図るべく、昭和47年に設立された組合です。組合地区
は川崎市を中心に横浜市、横須賀市及び三浦市の京浜地区で活動しており、組合員の経済活動向上を目的に理事
長及び事務局長を中心に組合役職員が一丸となって事業運営に取り組んでいます。

【団体概要】
　昭和63年に衣笠仲通り商店会の法人化によって設立された組合です。ハード面では、空き店舗を活用した「衣笠
商店街まちなかキッズパーク」を開設、ソフト面では、チャリティーバザーやハロウィン等各種集客イベントを実
施する等、様々な事業活動を行っています。

【団体概要】
　逗子市全域を加盟対象としたポイントカード事業を行うことを目的として、平成16年に市内事業所の約40％に
あたる165社が加入し、神奈川県下最大の加盟店を有するポイントカード組合として設立されました。ポイントカー
ド事業と合わせた各種イベントの企画実施を通じ、地域における賑わいの創出や商業の活性化に寄与しています。

神奈川県再生骨材協同組合

神奈川県ファイナンシャルプランナーズ協同組合

川崎第一個人タクシー協同組合

衣笠仲通り商店街協同組合

逗子ポイントカード事業協同組合

荒井 達雄

佐藤 房子

橋立　 匡

木継 芳孝

森岡　 進

神奈川県平塚市見附町5番7

横浜市神奈川区鶴屋町二丁目21番地8　第1安田ビル７階

川崎市川崎区藤崎三丁目7番3号

神奈川県横須賀市衣笠栄町一丁目70番地　商栄会館3階

神奈川県逗子市沼間一丁目5番1号

組　　合　　名 代表者名 所　　在　　地

優良組合の部 （7組合）

　神奈川県では、事業活動を活発に行い、業績が優良で他の模範となっている中小企業組合を優良組合として、また、

所属する組合に対して顕著な功績があり、他の模範となっている組合役職員を優良役職員としてそれぞれ表彰してい

ます。

　本年度は、令和4年1月17日付で優良組合7組合、優良役員16名、優良職員7名が表彰を受けました。

　なお、本会からは毎年多くの優良組合と優良役職員候補を推薦しています。

　本年度の受賞者は以下のとおりです。（順不同、敬称略）

令和3年度

神奈川県優良組合及び
　　　　　優良役職員表彰

優良組合７組合、優良役職員23名が県知事表彰受賞
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【団体概要】
　横浜臨海部を中心に公園管理業務を受託している企業が集まり平成20年に設立されました。現在は公園緑地等
管理業務の他、道路・公園清掃業務、建物管理業務、警備業務等の共同受注・斡旋を行っており、官公需・民需
ともに多くの受注を受けています。

横浜シーサイド協同組合 森田　 智 横浜市金沢区富岡東二丁目4番47号

　優良役員表彰の受賞者は、「原則として満10年以上同一の組合の役員として、組合の発展に尽力した功績が特に
大きいと認められる者」等の条件を満たした方々です。

　優良職員表彰の受賞者は、「原則として満15年以上同一組合に勤務して、その組合に対して功績が特に大きいと
認められる者」等の条件を満たしている方々です。

副 理 事 長

理 事 長

副 理 事 長

理 事

副 理 事 長

副 理 事 長

理 事

副 理 事 長

理 事 長

相談役理事

理 事

理 事 長

専 務 理 事

理 事

副 理 事 長

理 事

事 務 長

事業課主査

事 務 局 員

総 務 主 任

事 務 局 長

次 長

事 務 局 長

神奈川県自動車整備商工組合

神奈川県鉄筋業協同組合

神奈川県室内装飾事業協同組合

住重ME外注指定業者協同組合

神奈川県内陸工業団地協同組合

横浜化学工業団地協同組合

協同組合厚木市資源再生センター

ワイ・アール・ピー情報産業協同組合

横浜建物管理協同組合

横浜市資源リサイクル事業協同組合

神奈川県型枠工事業協同組合

神奈川県警備業協同組合

神奈川県パン協同組合連合会

川崎市ビルメンテナンス業協同組合

二宮工業団地協同組合

神奈川県遊技場協同組合

横須賀個人タクシー協同組合

神奈川県石油業協同組合

神奈川県鉄構業協同組合

神奈川県ハイヤータクシー交通共済協同組合

川崎市管工事業協同組合

神奈川県自動車交通共済協同組合

神奈川県コンクリート製品協同組合

役　職

役　職

組　合　名

組　合　名

優良役員の部 （16名）

優良職員の部 （7名）

受賞された皆様、誠におめでとうございます !

青 木 一 孝

阿 部 政 彦

内 田 治 彦

浦 川 眞 澄

大 野　　 攻

加 藤 雅 樹

小 平 克 巳

佐 藤 崇 雄

鈴 木 良 一

髙 田 哲 二

舘　　 與 吉

田 邊 哲 人

寺 本 吉 輝

中 村  　 徹

藤 田　　 力

吉 澤 和 久

嘉　山　由美子

城 所 知 美

小 宮 裕 美

野　田　ゆかり

長谷川　健　一

松 川　　 保

元 山 正 廣

受賞者名

受賞者名

【団体概要】
　昭和61年に横浜市内の塗装業者100社により設立され、横浜市等の官公庁及び（公財）横浜市建築保全公社から
発注される塗装工事等の共同受注を図るべく、様々な事業活動を行っています。

横浜市塗装事業協同組合 立澤　 明 横浜市磯子区中原一丁目2番31号
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特　集

１）経済産業大臣からのコロナ禍における事業継続計画 (BCP) 策定要請

　先日、某県コンクリート製品協同組合の事務局長から、経済産業省発信の「コロナ禍における事業継続に向

けた取組の強化について (要請 )」の文書を見せていただきました。

（参考：経済産業省HP https://www.meti.go.jp/covid-19/bcp/index.html)

　同組合は、昨年11月に組合事務局をはじめモデル組合員企業が、自然災害と感染症を想定した事業継続計

画（BCP）を策定してします。事務局長と「策定したBCPは、事業の継続にまで踏み込んだ内容であり、先駆け

て取り組んでおいてよかった。だからこそ、BCPをまだ策定していない組合員にも、早急に展開しなければ

ならない。」と話しました。

　今回の経済産業省の要請文には「事業の継続」が明記されています。長期化するコロナ禍で、国の求める

BCPがコロナ前からレベルアップしたと強く感じました。中小企業強靭化法に基づく事業継続力強化計画の

認定は、中小企業の防災・減災を支援することを目的としていますが、この要請は更に上のレベルで、事業の

継続の取り組みを求めていると言えます。

　私は今まで、生命の安全確保と物的被害の軽減を目的とする防災・減災を主な内容とした、事業の継続につ

いて具体的内容がほとんど示されていない BCPを数多く目にしました。事業の継続に不可欠な、止めること

の出来ない業務、その業務の流れ、必要なリソース（ヒト、モノ、カネ、情報等）、社内外の関係部署との連携

等が示されず、業務を実行するための事前策もない BCPです。国は、これまで巨額の資金を投じ、数多くの

政策を打ち出してきましたが、未だコロナの収束の見えない中、公的支援にも限界があります。公的支援あり

きではなく、まずは各企業が自分の身は自分で守る努力（自助）が必要です。そのためにも、事業継続が実現で

きる BCPの策定が必要不可欠と言えます。そして、個社単独では困難な課題を他社との連携（共助）で、その

上で解決できない課題を、公的支援（公助）を受けることで解決していく、そのようなイメージを持っていただ

きたいのです。

２）事象対応型BCPとマルチハザード型BCP

　これまで BCPを策定した企業の多くは、最大のリスクを地震として、発災から復旧までの継続策を検討し

てきました。巨大地震の発生により、いつどこで、どのレベルの災害により、どれほどの被害になるというシ

ナリオを決め、継続策をはじめ必要な事前策を BCPにまとめ、事前策や見直しを実施してきました。

　しかし近年、豪雨水害、感染症、サイバー攻撃等リスクが多様化してきたことで、この地震に代表される事

象対応型BCPの課題が浮き彫りになってきました。まず、リスクごとにBCPを作成する必要があります。そ

後編
「コロナ禍での
BCP（事業継続計画）
策定について」 

事継舎  佐藤雅信
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して実際に被災したとき、被災シナリオどおりの事象にならない事で、想定外の事態により BCPが機能しな

いという実態です。

　みずほ情報総研が2020年９月に発表した「新型コロナウイルス感染症流行を踏まえたBCPに関する調査」

では、コロナでBCPが機能しなかったと回答した企業が、全体の27.6％ありました。その理由として、緊急

事態宣言が発令される前提がなかった、３密対策まで配慮していなかった、これほど大規模かつ長引くことを

想定していなかった、全員がリモートワークする想定がなかった等があげられています。

　自然災害の発生によるインフラ停止や建物・機材の被害を想定する事象特定型BCPからマルチハザード（原

因を自然災害に特定しない）を前提に、リソース（建物、情報システム、要員、電力、通信、交通、業務委託先

等）への対策中心のBCPを策定することでコロナ禍でも実行性を高められます。取り組みは簡単ではありませ

んが、このようなBCPを目指すことが求められています。

３）組合の取組事例

　昨年10月７、８日に開催された、全国工場団地協同組合連合会の事務局専従役職員研修会で、私は実践型

BCP策定体験グループ演習のファシリテーターを務めさせていただきました。その中で、仙台自動車整備工

業団地協同組合様と仙台工業団地協同組合様が連携して早期に職域接種を実現させた事例を紹介しました。紹

介した理由は、職域接種を早く実施したことではありません。「組合員のために、やれるなら早くやろう。や

るなら今だろう！」という両組合事務局長の強い思い、両組合関係者の実施までの数々の連携に感銘したから

です。

　この２組合は、昨年6月の政府の「職域接種」実施基本要件発表後、すぐさま双方の事務局長が行動を起こさ

れ、両組合の組合員・関係先の従業員や家族合計1,500名に対し、７月に第1回目、8月に第2回目の職域接種

を実施、完了しました。

　接種実施の要件に対し、それぞれの組合が担った役割は以下の通りです。

　実施成功の要因は、両組合ともに日頃から組合員のニーズを把握し、地域組合同士の連携を図っているこ

と、今回双方の事務局長が、迅速な決断と行動（緊急性の高い案件として理事長先決、理事会承認は追認）がで

きたこと、そして両組合の事務局、青年部、組合員が日ごろから交流、親交が深いこと等であると考えられま

す。今後、BCPを策定するにあたりこのような連携を盛り込むことも必要であると思います。両組合は、連

携BCPは策定していないものの、地域連携の好事例と言えます。

４）最後に

　私が各地の組合の BCP策定指導を通じて感じるのは、事業活動の停滞等による親睦団体化、組合員の高齢

化と後継者不足による組合員数の減少、その結果として、組合求心力の低下、業界団体としての弱体化、言い

かえるなら組合存続の危機です。

　コロナ禍で、個々の組合の活動が停滞していると言える今こそ、個の活動だけではなく、業界内の連携、業

務関係先との連携、地域の連携と、「連携」により組合活動を活性化し、組織の団結力と求心力を高めるときで

はないでしょうか。

　中央会では組合のBCP策定支援をしています。組合でセミナーを開催してBCPの理解を深めたり、
専門家を派遣して実際にBCPを策定したりと、支援の内容は様々です。BCP策定費用に対して補助金
も出る可能性もありますので、ご興味のある方は是非、組合担当者までご連絡ください。

接種場所
事務局、スタッフ、会場設営
接種者数の確保
医師の確保
設営機材の確保

仙台自動車整備工業団地協同組合
組合会議室提供
事務局長、青年部
組合員・家族・関係先
理事長手配

仙台工業団地協同組合

事務局長、青年部
組合員・家族・関係先

レンタル会社より無償（テナント企業）
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「テクニカルショウヨコハマ2022」に
　　　　　　　　　　　　　共同出展しました！

第43回工業技術見本市

中央会トピックス中央中央中央中央会トピックス会 ス会 ス会トピックス会トピックス中央会トピックス

　令和４年２月２日（水）～４日（金）の３日間、パシフィコ横浜（横
浜市西区）にて「テクニカルショウヨコハマ2022」が開催されまし
た。今年で43回目の開催を迎える当展示会は素材・部品・研究開
発・製造及び福祉・環境問題等、ハードとソフトの総合的な県下最
大級の工業技術見本市として地域に根付いています。今回は新型コ
ロナウイルス感染拡大の影響によりオンライン展示会も併催される
ハイブリット方式となり、県内企業を中心とした約600社（団体）
が出展し、出展者は来場者と名刺交換や商談等を行い、ビジネスチャ
ンスの拡大を図りました。
　また、本会は下記の団体と共同出展を行い、出展の効果を高めるために専門家を交えて組合毎に検討会を実施し、
ブース構成や展示内容の企画調整等を行いました。

◆共同出展者一覧
　検討会では、組合ごとに出展にあたってのコンセプトを設定し、組合と傘下組合員
がコンセプトに沿ったPRを行うため、共同の企業紹介リーフレットを作成しました。

　本会の共同出展
ブースには、多く
の来場者が訪れ、
展示品について出
展者に熱心に質問
する姿が見られま
した。

No.

1

2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17

有限会社大原鈑金工業
株式会社ナウ産業
株式会社野口製作所
有限会社光製作所
株式会社日興製作所
株式会社テー・シー・アイ
株式会社旭ネームプレート製作所
富士オートメーション株式会社
富士合成株式会社
株式会社エレクス
株式会社黒坂鍍金工業所
富士セイラ株式会社
株式会社ステップ
株式会社エンベデッドプロ
株式会社ガウディ
山下システムズ株式会社

神奈川県自転車商協同組合

神奈川県綾瀬工業団地協同組合

富士通協力会社協同組合

UnitMake
（ワイ・アール・ピー情報産業協同組合）

地域と組合をかける
Kamome Jitensya

ものづくりの限界に挑戦
～１個から100万個まで～

富岳、5G、DX化を
「技術」と「ものづくり」で
支える企業集団

産業用ユニットで「困った」を
「良かった」に！

会　社　名 組　合　名 組合コンセプト
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持続可能な産業を目指し、次世代に豊かな食文化を繋ぐ開拓者たち

株式会社三崎恵水産
（三崎水産物協同組合 組合員）
　株式会社三崎恵水産は三浦市城ケ島を拠点とするまぐろの専門卸問屋で
す。半世紀にわたって培った経験と目利き力により、選び抜かれた良質なま
ぐろを国内の飲食店やホテル等へ卸し、海外にも輸出を行っています。当
社は今年に入り、再生可能エネルギー（以下、再エネ）発電を事業とする自
然電力株式会社と提携して、新しい電力「まぐろでんき」の販売を開始しまし
た。この取り組みを開始した目的や今後の展望について、当社の代表取締役
である石橋匡光 氏にお話しを伺いました。

事業者の声
「今の当たり前は、少し先の未来では当たり前ではなくなっている。

常に課題と向き合い、挑戦することが自社の成長にも繋がる！」
　「2025年までに、当社は RE100※の達成を目指していますが、カーボンニュートラルの影響もあり、10年、20年後には
RE100達成が企業間取引の当たり前の条件になっている、そんな時代がくるのではないでしょうか。いきなりRE100を達成する
ことは難しいと思いますが、時間をかけて、社内でも徐々に再エネを浸透させ、目標に近づいて行きたいと思います。
　『まぐろでんき』の販売やRE100の達成に向けた社内改革は、持続可能な産業の一助となっているだけでなく、他社と差別化を図
り、自社の成長にも繋げられていると実感しています。当社では、『今の当たり前は、少し先の未来では当たり前ではなくなっている』
と心掛けて、再エネに限らず、業界や自社の課題を見つけては、新しい取り組みに挑戦しています。具体例を挙げると、業界内で
はまぐろを運搬する際に使用する発泡スチロールが環境に負荷を与えているので、発泡スチロールに代わる保冷性と防水性、強度
を持った段ボールを開発し、問題を解消しようと試みているところです。また、そう遠くない未来に、民間人も気軽に宇宙旅行が
できるようになっていることを見越して、2050年までに月でデジタル化をした回転寿司屋をオープンさせたいとも思っています。
業界や自社の課題が山積しており、それに対して取り組みたいこともたくさんありますが、一つずつ課題をクリアしていき、持続
可能な産業で当社も成長していければと思います。」
※企業が自社で消費するエネルギーを100%再エネにする取り組み

まぐろ問屋が電気を売る！？　エネルギー問題を考えた末に誕生した「まぐろでんき」
　まぐろの卸売産業では、顧客に商品を卸すまでに運搬や冷凍保管、加工場での裁断等で大量のエネルギーを消費しています。また、
今後、CO2排出による気候変動がまぐろの漁獲量減少に繋がる可能性があるとされています。そこで、当社では、「自分たちの産業
は自分たちで持続可能なものにしていきたい」という想いから、社屋への太陽光パネル設置や加工場・冷凍庫への電力供給を再エネ
に切り替える等、エネルギー問題に積極的に取り組んできました。そんな当社の理念に賛同する、再エネによる電力利用者を増や
していきたいと考え、新たに販売を開始したのが「まぐろでんき」です。「まぐろでんき」は提携先となる自然電力株式会社の風力、
水力、太陽光等の再エネ発電所から電力を調達しており、CO2排出量が異なる3つのプランからサービスを選択できます。昨今は、
誰でもどの企業の電力を利用するか簡単に選べる時代ですが、コストがかさむことや切り替え手続きが煩雑だと思われているため
か、再エネ電力の利用者は業界でも少ないのが現状です。顧客となっている飲食店やホテル等、身近な存在に再エネ電力導入のメ
リットを説きながら、少しずつ普及を目指して行く予定ですが、その前段階として、社内全体で再エネについて理解を深めようと、
従業員が家庭で「まぐろでんき」を導入した際に補助手当を支給する工夫をしています。

【記事内に関するお問合せ先】

株式会社三崎恵水産
（神奈川県三浦市三崎町城ヶ島658-142）

TEL：046-881-7286
URL：http://www.misaki-megumi.co.jp/

　取材に対応いただいた石橋社長は
コロナ禍で当社の売上が減少する
中、経済産業省が公募する事業再構
築補助金の採択を受け、新事業を展
開する等、積極的に公的施策を活用
して、事業の在り方を模索していま
す。

　東日本大震災を契機に石橋社長は業界のエネルギー問題につ
いて考え始め、まず社内で取り組んだのが、社屋の一面を覆う
ほどの太陽光パネルの設置でした。この太陽光パネルを設置
し、発注先の自然電力株式会社と関係を深めたことが、業務提
携をして「まぐろでんき」を販売することに繋がりました。

　「まぐろでんき」を購入
すると、たくさんのマグ
ロ加工品が販売されてい
る、FISHSTAND（当社オ
ンラインショップ）のクー
ポンが付与されます。「環
境にやさしい再エネを利
用したまぐろは10倍美味
しく感じる」と石橋社長は
語っており、クーポンを
利用して一人でも多くの
人にこの感覚を体験して
もらいたいそうです。
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対象となる事業者（事業場）
　以下の要件をいずれも満たす必要があります。

①新型コロナウイルス感染症の影響により、「売上高または生産量等を示す指標の令和3年4月から同年12月

までの間の連続した任意の3か月間の平均値」が、前年または前々年同期に比べ、30％以上減少している事

業者

②令和3年7月16日から同年12月末までの間に事業場内最低賃金を30円以上引き上げていること（引き上げ前

の事業場内最低賃金と地域別最低賃金の差額が30円以内の事業場に限ります。）

支給要件
以下の要件をいずれも満たす必要があります。

①就業規則等により※、引き上げ後の賃金額を事業場の労働者の下限の賃金額とすることを定め、引き上げ後

の賃金額を支払っていること
※就業規則等がない場合は､「労働者の下限の賃金額についての申出書」の提出でも認められます。

②生産性向上等に役立つ設備投資等を行い、その費用を支払うこと
生産性向上に役立つ設備投資等を行う取り組みに関連する費用として、業務改善計画に計上された経費（関連する経費）があ
る場合は、その費用も支払うことが必要です

Ａ 生産向上等に資する設備投資等

助　成　額

助成対象

交付申請書等の提出先は管轄の都道府県労働局雇用環境・均等部（室）です。

助成額・助成率

機械設備※1、コンサルティング導入、人材育成・教育
訓練など

※１ PC、スマホ、タブレットの新規購入、貨物自動車なども対象

最大100万円

Ｂ 関連する経費※２

助　成　率

広告宣伝費、汎用事務機器、事務室の拡大、机・椅子
の増設など
※２ 「関連する経費」は生産性向上等に資する設備投資等の額を上回

らない範囲に限られます

３／４
★対象経費の合計額×補助率３／ 4

お問合せ先　業務改善助成金コールセンター
電話番号：03（6388）6155（受付時間平日８:30 ～ 17:15）

業務改善助成金 検索

厚生労働省からのお知らせ

「業務改善助成金特例コース」のご案内

　「業務改善助成金特例コース」とは、新型コロナウイルス感染症の影響により、売上高等が30%以
上減少している中小企業事業者が、令和3年7月16日から令和3年12月31日までの間に、事業場内最
低賃金（事業場で最も低い賃金）を30円以上引き上げ、これから設備投資等を行う場合に、対象経費
の範囲を特例的に拡大し､その費用の一部を助成するものです。

　業務改善計画全体として生産性向上が認められる場合、生産性向上等に役立
つ設備投資等を行う取り組みに関連する費用として、業務改善計画において計
上された経費(＝関連する経費）についても助成対象として拡充されます。

新型コロナウイルス感染症の影響で、特に業況が厳しい中小企業事業者を支援する助成金ができました！

申請期限：令和4年3月31日まで

ここが
ポイント!
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組合個別
専門相談
組合個別
専門相談

組合運営に関するよくある
質問に、本会の無料個別専
門相談を担当している、弁護
士、税理士・公認会計士・社
会保険労務士の先生方がわ
かりやすくお答えします！

組
合
組
合
組
合

第

回

第

回

第

回
54Q AQ A&&

令和4年

◎法律、税務・経理、労務 4月6日（水）
午後1時～4時　本会会議室にて

●電話予約をお願いします。　本会 組合支援部 TEL：045-633-5132

■ 次回日程

●通常相談は無料、秘密厳守●

新たに「zoom」による相談が
できるようになりました!!

A．
　地方税法第348条第4項の規定によれば、協同組合が所有
し、かつ、使用する事務所および倉庫に対しては、固定資産税
を課すことができない旨が定められています。非課税の要件と
しては建物の所有が組合であること及びその建物の使用者が組
合であることの2点に留意しなければなりません。例えば倉庫
の部分については組合員以外のものが使用しているのであれ
ば、非課税対象外となります。つまり、倉庫として組合員以外
の者に対して建物を貸し付けているときは非課税の対象になら
ないのです。また、使用者が組合員であっても建物の所有者が
組合でなければ非課税の対象にはなりません。非課税の適用を
受けることができる部分は事務所及び倉庫として使用する部分
のみです。
　貴組合のように店舗や車庫としても使用している場合には、
建物の固定資産税額に建物全体の床面積に対する事務所及び倉
庫として使用する床面積合計の割合を乗じて算出します。ご質
問のケースでは非課税措置の適用がないものとして算出される
場合の建物全体に対する固定資産税額に10分の6を乗じた税
額が非課税となります。
　なお、この非課税の適用については組合が市役所等に対して
「固定資産税非課税適用申告書」を提出する必要があります。
その書式については申請する市役所等のホームページからダウ
ンロードできます。

　次に、ご参考までに地方税法第348条第４項の規定及び昭
和27年8月29日自治省総務部長通達を掲げておきます。
　なお、条文等の中で太字にアンダーラインをつけた部分は、
筆者が強調するために付したものです。

固定資産税の非課税の範囲（地方税法第348条第4項）
４　市町村は、森林組合法、農業保険法、消費生活協同組合法、
水産業協同組合法、漁業災害補償法（昭和39年法律第158
号）、輸出入取引法（昭和27年法律第299号）、中小企業等協
同組合法（昭和24年法律第181号）、中小企業団体の組織に
関する法律（昭和32年法律第185号）、酒税の保全及び酒類
業組合等に関する法律（昭和28年法律第7号）、商店街振興
組合法（昭和37年法律第141号）及び生活衛生関係営業の運
営の適正化及び振興に関する法律（昭和32年法律第164号）
による組合（信用協同組合及び企業組合を除き、生活衛生同
業小組合を含む。）、連合会（信用協同組合連合会（中小企業
等協同組合法第9条の9第1項第1号に規定する事業を行う協
同組合連合会をいう。第349条の3第23項において同じ。）
を除く。）及び中央会、全国健康保険協会、健康保険組合及び
健康保険組合連合会、国民健康保険組合及び国民健康保険団
体連合会、国家公務員共済組合及び国家公務員共済組合連合
会、地方公務員共済組合、全国市町村職員共済組合連合会及
び地方公務員共済組合連合会、企業年金基金及び確定給付企
業年金法に規定する企業年金連合会、国民年金基金及び国民

年金基金連合会、法人である労働組合、職員団体等に対する
法人格の付与に関する法律による法人である職員団体等、漁
船保険組合、たばこ耕作組合、輸出水産業組合、土地改良事
業団体連合会並びに農業協同組合及び農業協同組合連合会が
所有し、かつ、使用する事務所及び倉庫に対しては、固定資
産税を課することができない。

地方税法第348条第4項の規定によって、固定資産税を非課税
とされる事務所及び倉庫の範囲について
（27年8月29日自治省総務部長通達昭和）
１．地方税法第348条第4項の規定によって、固定資産税を
非課税とされる事務所及び倉庫は、森林組合法・農業協
同組合法・消費生活協同組合法・水産業協同組合法及び
中小企業協同組合法による組合（企業組合を除く）及び連
合会が所有し、且つ使用するものに限ること。従って、
これらの組合若しくは連合会が所有する事務所又は倉庫
でも、これら組合若しくは連合会以外の者が使用するも
の、及びこれらの組合若しくは連合会が使用する事務所
又は倉庫でも、これらの組合若しくは連合会以外の者が
所有するものは、非課税の取扱いを受けないものである
こと。

２．同項の事務所及び倉庫とは、事務所又は倉庫の建物をい
い、その敷地は勿論これに付属する償却資産も原則とし
てその範囲に含まれないのであるが、当該事務所又は倉
庫に通常設備される備品等の償却資産は、非課税の範囲
に含めて取扱うことが適当である。

３．事務所とは、当該組合又は連合会の行う事業に関連して、
庶務・会計等、いわゆる現業に属さない総合的な事務を
行う建物をいい、通常これに付属する物置・炊事場・小
使室・会議室・金庫等は、事務所に含めて取扱うべきも
のであること。但し、物品の加工・販売等を行う場所の
一部において、現業に直結して、現金の出納・事務所と
の連絡・従業者の出欠等の事務を行うため、単に1、2の
机を配した程度の場所は事務所とはいわれないものであ
ること。

４．倉庫とは、当該組合又は連合会の行う事務に関連して、
特に設けられた物品の恒久的な貯蔵庫をいい、臨時的に
倉庫として使用する建物及び単なる物置程度のものは含
まれないものであること。

５．１個の建物の一部が、事務所又は倉庫として使用されてい
る場合には、原則としてその建物の価格を、事務所又は
倉庫として使用されている部分の床面積と、その他の用
に供されている部分の床面積に按分し、課税される部分
の課税標準を決定するのが適当であること。ただし、事
務所の一部に販売品を陳列している程度のものは、店舗
として取り扱わないものとすることが適当であること。

※事例では、事業協同組合を例にしましたが、その他の中小企業組
合も同様の扱いになっています。

　先日、組合関係の会合の際に協同組合の建物に対して固定資産税は非課税の取り扱いがあるという
話を聞きました。私共の組合で使用する建物は店舗、事務所、倉庫及び車庫として使用されており、そ
れぞれの部門の使用床面積比は３対１対５対１です。この場合には固定資産税が非課税となる部分の
金額は具体的にはどのようにして算出するのでしょうか。
　また、非課税の特例を受けるために市町村に対して提出すべき書類等がありましたらご教示下さい。

Q. 
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製
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業

非
製
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業

在庫数量 販売価格 取引条件 収益状況 資金繰り 設備操業度 雇用人員 業界の景況

-21.6％

-14.3％

-24.5％

-8.7％

-9.5％

-8.0％

13.5％

19.0％

11.3％

-14.9％

-4.8％

-18.9％

-36.5％

-38.1％

-35.8％

-29.7％

-33.3％

-28.3％

-9.5％

-9.5％

―

-13.5％

-9.5％

-15.1％

-39.2％

-38.1％

-39.6％

快晴

30以上

晴れ

10～30未満

くもり
10未満　
　～-10

雨
-10超～　
　-30未満

雪

-30以上

【天気図の見方】各景況項目について「増加」（または「好転」）業種割合から「減少」（また
は「悪化」）業種割合を引いた値（KJI）をもとに作成。その基準は次の通りである。ただし、
在庫数量はKJI値プラスの場合には雨、マイナスの場合には晴れの方向に表した。KJIとは、
「神奈川県情報連絡員調査指数」の略である。

※この業界情報は、県下74名の連絡員からの情報をもとにしております。
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製
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給食はコロナウイルスによる休校、学校閉鎖等相
次ぎ、売上、生産性とも悪化。イベント関係は大

きく落ち込む。卸等も飲食店、時間短縮により、やや減少傾向。
店舗販売は販売価格アップもあり、横這い状況。

令和３年12月の清酒課税移出数量の特定名称酒
は対前年比103.49％と上回った。特定名称酒

以外の普通酒は前年比94.53％と下回り、合計で対前年比
102.15％と前年を上回る結果となった。

ウッドショックに始まり、原材料値上げが激しい。
木材以外にも革、ウレタン、塗料、接着剤に至る

まで値上げとなっている。一部の企業は販売価格の改定を実
施しているが、多くの中小企業は、苦慮している。付加価値
のある新商品で対応検討中。

期待していた歳末商戦は大きな落ち込みはなかっ
たものの、観光客相手の売上は回復に至らず、依

然厳しい状況が続いている。こうした中、原材料・資材等の
値上がりも増加傾向で収益は一段と逼迫。

コロナウイルス感染拡大の影響により、学級閉鎖
や学年閉鎖、休校などの処置が増えてきており、

急に学校給食が無くなったりするので、その対応に追われて
いる。

新型コロナウイルスのオミクロン株の爆発感染に
より、各地イベントも中止。新年会等も行われず、

付随する印刷物もなくなり、昨年に引き続き厳しい状況が続
く。

年末年始の贈答品等で包装資材に動きはあるが、
商業印刷物が売上の大半を占める県内中小印刷会

社は依然として非常に苦しい状態である。

骨材の出荷量は前年並みだったが、今後、骨材を
含め、セメント等の値上げにより、生コンクリー

ト価格も大幅に上昇する見込み。また、運転手を含め、人材
不足が続いている。

１月も売上については前年を上回ったものの、
原材料の高騰により、収益は前年を下回ってい

る。

前年同期に比べれば売上増加しているが、そも
そも一年前は最悪期であった。今年に入り、昨

年同様受注低迷している。

操業度を反映する１月の共
同受電使用量が、前月比＋

3.08％となった。11月、12月、１月と３か月続けて前月
比プラスとなった。好調な半導体関連企業は、取引先より
2024年までに生産倍増の要請があり、設備の拡充を進めて
いる。

潜在的需要はあるものの、海
外調達品の遅れ等が解消せ

ず、生産に結び付かない。売上は昨年度に比べれば、増加傾
向にあるものの生産変動幅が大きく、不確定要素も多々ある。

仕事量は多少の増加傾向だ
が、半導体の供給不足やオミ

クロン株の感染爆発等、不安定要素がマイナスに働いている。
人材募集を開始した企業もあるが、なかなか採用に至らない。

先月同様に忙しい企業が多い。但し相変わらず
人材不足が続いている。オミクロン株増大で蔓

延防止も延長になりそうであり、企業にどのような影響が出
るか先が読めない。

各社、差はある
が年度末に向け

て受注量は増加傾向であるが、材料高騰による厳しさは続く。
また、オミクロン株の感染拡大により、得意先や濃厚接触者等、
自宅待機となることも増え、製造業の現場ではテレワークでき
ないため、人手不足や仕事の流れの滞りが心配される。

世界的に設備投
資が回復し、国

内・海外向け共に前年比増。半導体関連の動きが活発化。コ
ロナ渦の生活環境の変化により、受注変化への対応が求めら
れる。

パ　ン

酒　造

家　具

ひもの

製　麺

製　本

印　刷

砕　石

石油製品

工業塗装

工業団地（相模原市）

工業団地（相模原市）

工業団地（伊勢原市）

金属製品

工業中心の複合業種（川崎市）

工業中心の複合業種（厚木市）
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１月期は新たな変異の感染力が
強いオミクロン株の急拡大を受

け、蔓延防止等重点措置が発令され、来街者が再び減少した。
２月以降も先が見通せない厳しい状況。

非　製　造　業

卸

売

業

小

売

業

商

店

街

サ

ー

ビ

ス

業

建

設

業

そ
の
他
の
非
製
造
業

運

輸

業

売上は変わらず３割の減少が続いているようであ
る。現在、組合員が心配していることはオミクロ

ン株の急激な感染拡大による感染者、濃厚接触者の増加によ
り、業務に支障が出ることである。

売上については、ようやく前年同月比で不変となっ
たが、コロナ禍以前と比較した場合、減収してい

る状況。一方、巣ごもり需要による特需で増収の企業もある
が、取扱商品・販売ターゲットによる業績格差が顕著に表れ
ている。大幅減収の企業においては、緊急特別融資で資金繰
りを保っている状況。

売上は増加となったものの、前年は年初より
コロナウイルスの感染が増加し、一昨年と比

較し、１月の売上は半減した。本年１月は中旬まで昨年11月・
12月の数字にも表れているように回復の兆しが見えたが、オミ
クロン株の急拡大によるまん延防止等重点措置が発令され、売
上は失速。飲食店をターゲットに規制が再度行われ、店舗休業
の店が続出し、開いても売上が上がらない等、悲鳴が上がる。

輸出段ボールは11月以降米国品の下落とと
もに弱含みで推移していたが、米国内の段

ボール需要は再び旺盛となっており、同国の段ボール輸出価
格は下げ止まっている。その上、米国発をはじめとする各国
からの東南アジア向け海外運賃は上昇しており、輸出市況は
反転する可能性がでてきた。

古紙市況は、市中回収量の低下が続いてお
り、特に新聞、雑誌の減少が顕著で問屋在

庫水準となっている。アジア向けの輸出も低調で、今後は国
内外の需要動向を見極める必要がある。

オミクロン株の感染力が非常に強く、我々の業界
では「フェイシャルエステ」をしている店舗も多い

ので影響は大きい。

オミクロン株の蔓延もあり、春先の合同展示会
等も早々に中止が決定。半導体品薄の影響で一

部商品の入荷遅れも続いている。今後の商売においては、電
化製品はもちろんのこと、リフォーム、ハウジング関連商品
と幅広い対応が必要かと思う。

コロナ禍で減収。未だに景気が戻らない。閉店
や倒産する業者が発生。

コロナウイルスの影響で営業にあまり積極的になれ
ない。

例年のことだが、１月は売上は振るわない。相変
わらず入荷量が少ない。そのためか、高値が続い

ている。飲食店組合員には辛い宣言が出てしまった。

１月に入り、指標原油の一つであるWTI 先物価格
が７年３ヶ月ぶりに85ドル / バレル超となり、中

東の地政学リスクに新たにウクライナを巡るアメリカとロシ
アの対立が新たな火種として加わり、今後の原油価格の影響
が大きくなるものと思われる。

１月上旬は、天候が安定していたが中旬以降、積雪、
干ばつ、寒波の影響で、葉物、果菜類が高騰し不作

により、北海道産玉ねぎ、じゃが芋の高値が続き、輸入果実（レ
モン、オレンジ等）は、輸送コスト上昇、コンテナ不足で近年に
ないくらい相場は激高した。

昨年は１月８日から緊急事態宣言期間に入り、
新規予約が入らない状況になり、売上が大幅に

減少した。昨年と比較すると、回復傾向にある。今年も１月
21日からのまん延防止等重点措置期間から、グループ客等の
キャンセルが増えてきた。

オミクロンの感染上昇による入院患者の増加、職
員の感染が拡大し、管理・運営に支障が生じてい

る。また、必要なPCR検査、抗原検査等のキットが品不足状
態により、混乱が生じている。３回目のワクチン接種は、ワ
クチンの納入遅れにより進んでいない。

飲食店を中心にまん延防止等重点措
置が発令され、以前よりも厳しい状

況。他の店も消費の冷え込みが大きい。テイクアウト、巣ご
もり需要で一部のお店は業績が良く、それ以外は昨年より落
ち込んでいる。

21日の蔓延防止等重点措置発令後、
商店街への客足がぐっと減ってきて

いるが、市の経済活性化事業「デジタル商品券」や県の支援事業
「プレミアム商品券」を活用し、最低限の売上は確保している。

商店街全体では、通行人の減少は極
端に変化はないが、カメラによる通

行量調査を２月に入って実施する予定。

新型コロナウイルス
の感染再拡大で事業

の停滞が生じ始めている。先行きの見通しが難しくなっている。

新型コロナウイルスが猛威を振る
い、顧客先事業所が閉鎖となるケー

スが出てきている。収益が悪化したように見えているが、昨
年同時期に特需があったためであり、当期は例年と同水準の
収益を確保できている。オミクロン型コロナの感染拡大で日
本経済が低迷し、中小 IT 企業への影響が懸念される。

建設業界では、コロナウイルスのオミクロン株
急拡大による現場の遅延が予想されるため、対

策の検討を始めている。また、建設資材の高値安定が続き、
事業の見直しを検討するオーナーも出始めている。その他、
小規模な回収計画は随時公表されている。

９月末からデルタ株がほぼ終息し、12月末
まではその状況が続いたが、年が明け、オミ

クロン株の PCR陽性者増加が始まり、連日の TV、新聞での偏
向報道により、来院控えも多くなってきているが、特に神奈川
県における蔓延防止策が１月21日から２月13日になったとの
報道がされてから、来院者数減少が著明となってきている。

県内市町村を対象区域としたまん延防止等重点
措置の発令により、民間需要はさらに景気が低

調である。公共工事においても水道工事の不適正塗料問題で
工事の一時停止や材料の出荷自粛により、業界として深刻な
痛手となっている。

材料・人材不足。

軽油価格の高止まりにより、厳しい経営が続い
ている。

自動車の部品不足などで、新車の納車が遅れて
いるため、修理して乗る人が多くなっているよ

うに感じる。

またコロナウイルスの感染者数が増えてきたの
で、テレワークへ移行する会社が増えてきた。

全体的に工事量が少ない。鋼材関係・原
油関係などの値上げで厳しい状況が続い

ている等、現在は問題が多い。

１月は新たな変異株であるオミクロン株、寒さの
影響で仕事は減。昨年仕入れた畳材料もかなり残っ

てしまった。１年間振り返ると、仕事は一昨年より減。なん
とかコロナ禍が収束して元に戻ればよいが。

海コン業界はコンテナ不足等の事情により、依
然厳しい状況が続いている。一般輸送の燃料高

騰が経営を圧迫しており、収益悪化。また、コロナウイルス
感染により、人員（ドライバー）不足に陥っている。

自動車関連部品の動きは少し良くなってきた
が、全体的には物量が減ったままの状態が続い

ている。燃料価格については11月をピークに若干下がってき
たが、昨年と比べると２～３割高い状態が続いている。アド
ブルーについては中国産の他、国内品の生産量も減っており、
一部の事業者では入手が困難となり、さらに価格が上昇した、
２月からの国内産の生産量増加に期待したい。

冬季休暇後受注は激減していたが、成人式以降
売上は順調に回復し、前年同月比と変わらな

い。今後オミクロン株陽性者の急激な増加による景況悪化の
懸念はある。

局地的ではあるが、土地、戸建て販売はコロナウ
イルスの影響を感じず、好調な地域も。ただし、

在庫不足で一時的に価格が高騰しており、今後の取引条件に
不安。

商店街（横須賀市）

菓子卸

卸団地

料理材料卸

リサイクル

リサイクル

化粧品

電化製品

共同店舗

菓　子

鮮　魚

燃　料

青　果

温泉旅館

医療業

商店街（横浜市）

商店街（藤沢市）

商店街（川崎市）

ファイナンシャルプランナー

情報サービス業

建築設計

柔道整復師

管工事業

電気工事

道路貨物

車体整備

プラント設計

空調設備工事

畳工事

道路貨物

道路貨物

歯科技工

不動産
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神奈川県からのお知らせ！

～ 社員・組合員の教育の一助に ～社員 組合員の教育の 助に
「スキルアップセミナー2022」のご案内
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編集後記
　年度末になって振り返ると、令和3年度は
コロナウイルスが流行し始めた令和2年度よ
り、補助金や給付金等の支援施策も増えたこと
で、本会も微力ながら皆様に対して様々な支援
をさせていただくことができました。令和4年
度も皆様のニーズに沿った支援ができればと考
えております。何卒よろしくお願いいたします。
 情報調査部担当者

【組合の情報掲載に関するお問合せ】
情報調査部　TEL:045-633-5134

もしくは組合担当者まで

★イベントの
　告知をしたい
★組合の事業を
　紹介したい
★取材に来てほしい

『商工神奈川』に
組合の情報を掲載しませんか？

情報募集

お気軽にお問合せ下さい！お気軽にお問合せ下さい！

＃54  三浦・横須賀のキャベツ
　三浦半島産キャベツの最大の特徴はやわらか
さ。冬でも春のような味わいの「早春キャベツ」、
一年の中で最もやわらかく甘い「春キャベツ」は、
サラダがおすすめ。

　こちらのコーナーは「かながわの名産100選」より抜粋してい
ます。
　「かながわの名産100選」は県 HP（http://www.pref.kanaga
wa.jp/docs/ya3/cnt/f300096/）でもご覧になれます。

記事に関するお問合せはこちら
神奈川県  国際文化観光局  観光部 観光企画課

TEL：045-285-0739（直通）

今月
の逸
品『かながわの名産

　　　　　　100選』より
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神奈川県中小企業団体中央会  会員の皆様へ耳より情報！神奈川県中小企業団体中央会  会員の皆様へ耳より情報！神奈川県中小企業団体中央会  会員の皆様へ耳より情報！



16 商工神奈川　2022年3月号
商工神奈川3月号　通巻771号
令和4年3月15日発行（毎月15日発行）

発行所／神奈川県中小企業団体中央会 〒231-0015  横浜市中区尾上町5丁目80番地
TEL.045（633）5131　FAX.045（633）5139


